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会計におけるＤＸ

①取り扱う書類のペーパーレス化
②印鑑の電子化
③システムの連携（ＡＰＩ連携）
④フィンテックの活用
⑤会計システムのクラウド統合
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ペーパーレス化

・電子帳簿保存法の改正もあり、ペーパ
ーレスの波は急速に訪れる。

電子帳簿保存法の電子取引における
電子データ保存の義務化は２０２２年１
月から２年間延長になったが、今のうち
に電子取引から対応をすることが重要。
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システム連携・フィンテック・クラウド連携

・単体のシステムだけで考えるのではな
く、連携して取り込む。
給与⇒会計
電子保存⇒会計
金融機関取引⇒会計
レジ⇒会計
勤怠⇒会計



ＴＫＣシステムでデジタル社会に対応し、
経理業務の合理化を実現しよう！

２．ＴＫＣシステムの活用による経理業務の合理化

１．金融機関への決算書・月次試算表も「電子で提供」
する時代に
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ＩＴ補助金
新設
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ＩＴ補助金

まず最初に行うこと⇒ｇＢｉｚＩＤの取得

行政サービスへのログインをラクにする。
ＧビズＩＤは、１つのID・パスワードで
様々な行政サービスにログインできるサービスです。
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ＧビズＩＤには、プライム、メンバー、エントリーとい
う3種類のアカウントがあります。
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ＧビズＩＤで利用できるサービス

申請書類がＧビズＩＤ運用センターに到着した後、書類に不備がな
い場合には、原則として2週間以内に審査し作成されます。 ただし
、ＧビズＩＤ運用センターの稼働状況によっては、原則によらない場
合があります。
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最近問い合わせが多い補助金

①事業再構築補助金⇒コロナの影響を受けて、新たな取り組
みをする企業を支援。
②ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金⇒業績の
如何問わず新たにモノづくりやサービス等を採用する企業を支
援。
③小規模事業者持続化補助金⇒販売促進等にかかる費用を
補助。最近ではインボイス対応する企業に対しては新たな補助
額を新設。
④ＩＴ補助金⇒デジタル枠の創設により、パソコン等ハードが対
象に。
⑤事業承継・引継ぎ補助金⇒事業承継を契機として事業再編。
・事業統合に伴う費用を支援。


